
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

一つの地球で生きる

農林中金総合研究所は，中国の政府・研究機関関係者を対象に，日本の農業・農協等につ

いて紹介するセミナーを北京で開催してきた。平成16年度のセミナーは本年２月に，「日本

における都市化の歴史とそれを支えた要因」をテーマに開催された。

中国では都市と農村の経済格差が著しく，その解消は，中国社会が安定的に発展していく

うえでの最大の課題と言って過言ではないが，そのためには，農業の構造改革だけでなく，

農村から都市への人口移出とその都市における労働力としての定着が不可欠である。このた

めセミナーへの関心は極めて高く，参加者によるハイレベルの熱心な討議が交わされた。経

済発展や都市化のあり方，教育の役割，医療保険や年金等の社会保障制度の果たした役割等

について意見が交わされ，日本の経験は大変参考になるという声が多く出された。

しかしまた，中国には中国固有の悩みが大きいことも強く感じさせられる。

中国の人口は現在13億人で，うち約40％が都市人口である。2030年の人口は16億人に増

加するとみられるが，その75％が都市に居住すると仮定すると，2030年の都市人口は12億

人で現在より７億人増加し，同年の農村人口は４億人で現在より３億人減少することになる。

果たして今後わずか25年でこのような都市化を円滑にすすめられるであろうか。中国の都市

建設は，農村における小城鎮（小都市）建設と上海に代表される巨大都市圏建設の二つの方

向ですすめられているが，都市化は地域経済の動きとかけ離れたものではありえず，今後の

都市化を考えるうえで課題は少なくない。

このように，今後の中国の経済・社会の発展は極めて大きな変化を伴い，それは世界全体

に対しても大きな影響を及ぼすことになる。人口が増加する将来の中国の食糧需給見通しに

ついてはさまざまな見方が行われているが，95％以上の食糧自給維持の方針が出されている

とはいえ，中国の農産物の生産・消費動向が世界の農産物貿易に及ぼす影響はますます強く

なるであろう。

さらに，筆者のラフな試算によれば，仮に将来中国の一人当たりの指標が現在のアメリカ

並みになると前提すると，2030年の中国の商業エネルギー消費量は126億トン（石油換算）

で現在の世界全体消費量の1.45倍に，中国のCO2発生量は329億トン（炭素換算）で現在の世

界全体発生量の1.54倍に，中国の乗用車保有台数は77,900万台で現在の世界全体保有台数の

1.30倍の規模になる。すでに地球温暖化の兆候が随所に表れつつあるにもかかわらず，将来

中国だけで地球が二つ必要になることになる。しかしだからといって，先に発展した国が中

国に発展をやめなさいと言うことなどできるはずがない。

このように，中国がいかなる発展の道を歩むか，中国が抱える課題をいかに解決するかは，

中国一国の問題ではなく，世界，とくに東アジア諸国にとっての，共通の課題である。

「政冷経熱」や「反日」などの問題に適切に対処することはもちろんであるが，さらに，

一つの地球で持続的に豊かに生きるためにどうすればよいか，そのような長期的視点にたっ

て，各分野で日中の交流と連携をさらに深め，共通の課題に取り組むことが求められている。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　石田信隆・いしだのぶたか）

今 月 の 窓

99年４月以降の『農林金融』『金融市場』

『調査と情報』などの調査研究論文や，

『農林漁業金融統計』から最新の統計データ

がこのホームページからご覧になれます。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2005年６月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・日本農業における都市農業

――都市農業を考える――

・中山間地域の稲作農業

・日本の農林水産物輸出促進の動き

――競争力強化をねらう「攻め」への方向転換――

・株式会社が取り組む有機農業

――ワタミファームの事例から

土地利用型農業への参入を考える――

・でんぷん制度の改革論議と鹿児島県

のかんしょ生産

【協同組合】

・最近の森林組合の動向

――第17回森林組合アンケート調査結果――

【組合金融】

・信用事業実施・譲渡別にみる漁協系統信用事業の実情

――第23回漁協信用事業アンケート調査結果――

・農協主要３部門の正組合員一人当たり事業量

【国内経済金融】

・不燃（？）の第三次オイルショック

・個人向け社債について

・地方公共団体と地域金融機関

――指定金融機関の採算性――

・収益力向上に課題を残す大手金融グループの決算

・営業力強化を図る静清信用金庫

・親和銀行の店舗戦略

【海外経済金融】

・米銀の店舗戦略－５

――ウェルズ・ファーゴのインストアブランチ戦略――

本誌は再生紙を使用しております。
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